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Abstract:ThepurposeofthisstudyistoanalyzeregionalstructureofcentralJapaninthemiddleMeijieraby

utilizingofthedatafromChohatsuBukkenIchiranHyo1891.Toexplaintheregionalstructure,theanalysis

takestwosteps.Thefirststepisfactoranalysisandthesecondstepisclusteranalysis.Infactoranalysis,35

variablesaresummedupto8factorsandfactormatrixisgenerated.Then,byapplyingthefactormatrix,cluster

analysisisoperated.Fromtheseanalyses,itisfoundthatcentralJapaninthemiddleMeijieraconsistsof6

regionaltypes.
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1.は じめに

本研究の目的は,近1懸充計『明治24年 徴発物件一覧

表』に所収される地域データの検討から,わが国の明治中

期における地或構造を分析することにある.明治期に刊行

された『徴発物件一覧表』を中心とする一連の軍事統計は,

全国一律のフォーマットで作成されていることに加え,単位

地域の細密性や情報の網羅性において,当時のわが国の

状況を知らせる一級の統計資料である.

従来,この種のマクロな近イL縣充計の分析は,その重要性

がたびたび指摘されながら,単位堆域の相違や膨大な手

作業の必要性から困難な状況にあった.しかし,GIS技術の
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普及は,他の統計との結合や距離の算出なとの分析を可

能にし,過去の統計書や地形図を用いた歴史GlSが加速度

的に進展している.本研究も,GISを近代統計の分析に援

用することにより,従来なし得なかった新たな知見を得よ

うとするものである.

2.研 究方法

2。1,使 用データ 本研究で用いたデータは,① 『2000

(平成12)年 国勢調査 町丁 ・字等別地図境域データ』②

『明治24年 徴発物件一覧表』(明治23年12月318調),③

『50mメ ッシュDEM』(北 海道地図(株)GISMAPTerrain

UTM座 標系標高格子データ),④ 『500mメッシュ地形分類

データ』1)の4点 である.な お,地 図データの取り扱いには
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ArcGIS9.1を,数 値データの分析にはJMP6.0を それぞれ

利用した.

22.研 究方法 まず,② より社会 ・経済的特性に関

する23の 変数を選んだ2).続 いて,藤 田ほか(2005)の

手法により,①を用いて1890年 時の市町村界を構築し,

これを5kmメ ッシュに変換した.メッシュに変換したのは,

市町村界の面積比が最大約67万 倍におよぶことと,地図

化の際の解釈を容易にするためによる.これにより7945

の市町村界ポリゴンが5566の メッシュポリゴンへ縮約さ

れた.また,メッシュへの変換時に,先の採用変数をメッシ

ュ毎に面積按分した.さ らに,③ と④ よりメッシュ毎に地

形と距離に関する12変 数を算出し,②より得られた変数

と合わせて計35の 変数を検討対象として採用した(表

1).

表1採 用変数と統計量

平 均 値 標 準 偏 差

2057.285986.44

2025.735378.82

604.24914.86

学における地域構造の解析に標準的に用いられる因子

分析とクラスター分析を採用した.具体的には,まず,地

先の地理行列から相関行列を求め,これに対し因子分析

を行なうことで変数を共通因子に要約した.そして,固有

値1.0以 上の因子に対しバリマックス回転を施し,負荷量

行列の構成から各因子の解釈を行なった.ついで,因子

得点行列にウォード法によるクラスター分析を実施し,析

出された各地域類型の検討を行なった.

3.結 果

3.1,共 通因子の算出とその解釈

範疇
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寺軒数
学校軒数
製造軒数
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役馬頭数

牛車台数
馬車 ・荷馬車台数
人力車台数
荷車台数
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因子分析の結,果,
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481.57
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1.30
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固有値1.0以 上の8つ の共通因子を得ることが出来た(表

2).こ れらの因子の累積寄与率は68.62%で あった。寄与

率の高い上位2因 子の負荷量の構成か らその解釈を行

なうと,以下の点が指摘でさる.

表2因 子負荷量行列

因子負荷蚤変数範鵡
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因子の解釈
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1.18
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1)単 位を石からリットルに変換した.

次に,これらの5566メ ッシュ×35変 数の地理行列を用

いて,地 域構造の解析を行なった.解 析手法として,地理

,王1)絶 対値03以上の数値を表示.

因子1は28.78%の 寄与率をもち,正に相関している多

くの変数によって特徴づけられる.高い負荷量をもっ変数

は,人口,戸数 人力車台数 荷車台数であり,学校軒数,病

院軒数がこれに続く.これらの値から解釈すると,因子1は

人口や人と物資の移動の多寡,および中心性の高い施設

の立地をあらわすと考えられ,都市的性格と解釈される.

このことは,得点分布の状況からも明らかである(図1).
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すなわち,東 京,名 古屋 京都 大阪,神 戸をはじめとする

大都市やその周辺地域 および甲府,長 野,新 潟,水 戸,岐

阜なとの地方都市において高得点のメッシュが分布する.

ついで,寄与率12.39%の 因子2は,地 形に関する変数に

おいて顕著な値を示し,平均標高,平 均傾斜,山 地の割合

において強い正の相関を,台 地 ・扇状地 ・三角州 ・旧河

道においてはやや強い負の相関を持つ.以 上より,因子

2を 地形の急峻さと解釈した。また,玄米が負の相関を持

っているが,その栽培可能環境を考慮すれば,この解釈は

妥当であるといえよう.また,因子2の 得点分布が対象地

域中央の山岳部において高く,平野部や盆地部において低

くなる傾向にあることも,この解釈を裏付ける(図1).

以下,同様に負荷量の構成と因子得点の地図化による

検討から,残り6つ の因子を役馬利用,都市部への近接性

役牛利用,低地での活動,施設立地,台地性とそれぞれ解

釈した(表2).
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図1因 子 得 点 に 基 づ く分 布 パ タ ー ン の 一 例

3.2.地 域類型の析出 因子分析により検出された8つ

の因子得点行列にクラスター分析を施し,クラスター間の

距離更新に大きな変化が生じる情報損失量50.9%の 水準

で類型区分を行なった.その結果,5566の メッシュは6つ

の地域に類型化された(図2).各 類型の空間的配置とそ

の因子得点の平均から検討すると,各類型の特徴は以下

の様に指摘でさる(表3).

類型Aは 類型Bの 周縁部および関西地方に卓越して分

布する(図2).こ の類型は,都市部へ近接1生台地や扇状

地なとのやや緩慢な地形とこれに対応する水面活動の低

さ,そして,役牛の利用に特徴付けられる.特に,役牛の利

用が全類型において最も顕著であり,このことは従来言わ

れていた「西一牛,東一馬」という役畜文化圏の存在を示
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唆するものであろう.

類型Bは2292の メッシュからなり,全類型中で最も多い.

この類型は,因子2の 突出した得点の高さから説明でさる

ように,山岳地域として特徴付けられる.また,対象地域の

山岳地域は内陸に集中していることから(図2),隔 絶性の

高い地域としても理解できよう。

類型CとDは 東京都中心部周辺に分布する(図2)。すな

わち,前者は東京都の西部丘陵部に卓越し,後者は東京市

麹町付近のメッシュによる単独類型である,前者には,因子

8の高得点にみるように,台地部とこれを貫流する多摩川

中下流域の谷底低地の影響と東京中心部への近接性が

色濃く反映される.後者の特徴は,そのきわめて強い都市

的性格にある.これは既に当時の東京中心部が周辺地域と
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は異質の地域であったことを語るものといえよう.

類型Eは,極 めて緩やかな地形と高い水面活動への指

向,都市部への高い近接1生そしてやや強い都市的性格に

よって特徴付けられる.すなわち,この類型は利根川,測ll,

信潤Il,木曽ヨUな との下流部に大都市が立地し,かつ河

川航路や内水面漁業が活発な河川の下流低地や沿岸部
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に卓越する(図2).

類型Fは,緩 やかな地形への指向,大 都市からの遠隔性,

役馬利用の高さにより特徴付けられる.特 に,役馬利用の

高さは,この類型が関東地方に卓越していることからも分

かるように(図2),先 に指摘した類型Aの 役牛卓越地域と

対をなしていると理解することも出来よう.
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図2中 央 日本 における地域構造(t'1年)

表3中 央日本における地域類型別因子得点の平均(1890年)

類型 メッシュ数

A 1319

B 2292

C 38

D 1

E 562

F 1354

因子得点の平均(上 段)と分散(下 段)

因子1因 子2因 子3因 子4因 子5因 子6因 子7因 子8

0.04-0.47-0.33-0.570.67-0.490.10-0.24

0.210.710.550.603.010.831.280.58
一〇.100.87-0.05-0.09-0.25-0.13-0.060.00

0.010.260.340.400.050.090.040.05

0.28-0.510.49-0.950.50-0.353.728.12

8.690.521.560.790.672.6372.5719.95

53.123.98-3.124.99-6.51-0.14-3.02-0.02

0.30-0.96-0.05-0.55-0.291.920.15-0.36

3.530.271.520.960.531.490.520.99

一〇.04-0.610.420.96-0.12-0.08-0.160.17

0.040.582.031.020.240.660.150.52

注1)本 データについては付記を参照のこと.2)経

済データとして「職工人」が採録されているが,市 郡に限

られているため,本 研究では採用しなかった.
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